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解 説

１ 報復行為の動機・行為態様

(1) はじめに

パワハラをはじめとしたハラスメント行為について告発がなされた後、

被告発者が告発者に対して、嫌がらせをする・人事評価を不当に下げるな

どの報復行為を行うことがあります。本ケースでは、このような、パワハ

ラの告発に対する報復行為に係る懲戒処分について検討します。

(2) 報復行為の動機

その報復行為（嫌がらせ、人事評価を不当に下げるなどの生の事実）が

告発行為に対するものといえるかどうかを確認するために、報復行為の動

機を確認します。

報復行為がパワハラの告発を受けてなされたとの動機が認定できるので

あれば、これを告発に対するものと評価することができます。

もっとも、行為の内容次第では、その動機が告発と無関係であっても（報

復行為といえなくとも）、懲戒処分の対象になり得ます（嫌がらせはそれ自

体が懲戒事由となり得ます。）。

そのため、動機は、報復行為が懲戒事由として定められているのであれ

ば懲戒事由該当性の根拠となりますが、主に、非違行為の悪質性に関する

ものとして、処分の相当性の判断材料となります。

なお、動機は、加害者の内心の事情なので、その認定は、基本的には加

害者のヒアリングを踏まえて行うことになりますが、告発と報復行為との

時間的近接性、当該報復行為を行う他の理由の有無などから推認すること

も考えられます。

(3) 行為態様

報復行為の懲戒事由該当性の検討やその立証の前提に、報復行為の具体

的な行為態様を確認します。

被害者の言い分や目撃者の証言、加害者の言い分などを踏まえて、でき

るだけ具体的に特定することが重要です。

本ケースでも、Ａの行った嫌がらせの具体的な内容を特定することが必

要です。
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〔51〕 パワハラを告発した元部下に報復行為を行っていた場合

●ケース

当社の経営企画課所属のＢは、同じ課の課長であるＡか

ら受けたパワハラについて告発を行いました。社内調査の

結果、Ｂの告発が事実であると確認できたことから、当社

は、Ａに対して譴責の懲戒処分と、課長職を解く人事上の降格を行いまし

た。しかし、その直後、ＡがＢに対して、嫌がらせをするようになったこ

とが分かりました。

考 慮 要 素

１ 報復行為の動機・行為態様

２ 告発対象のハラスメントに対する懲戒処分の有無・内容

３ 過去の同種行為に対する処分の有無・内容

ポイント

懲戒事由該当性及び懲戒処分の内容を検討する前提として、懲戒対象の

非違行為となる報復行為の動機や行為態様を確認します（１）。また、懲

戒処分の要否・内容の決定に際しては、告発の対象となったハラスメント

について、行為者に対してなされた懲戒処分の有無・内容を確認するほか

（２）、同種事案の処分内容を確認するため、過去に、社内でなされた報復

行為に対する処分の有無・内容も確認します（３）。
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そのため、ハラスメントの告発に対する報復行為に関する社内における

過去の処分歴を確認し、その処分内容との均衡を考慮して今回の懲戒処分

の量定を検討します。

過去の処分よりも重い処分とすることも軽い処分とすることも可能です

が、その場合は、重くする理由・軽くする理由をそれぞれ説明できるよう

にしておくことが必要です。

損害賠償請求等

本ケースでは、Ａの報復行為がＢに対する不法行為に該当することを前

提に、Ｂから会社に対して使用者責任（民715）の追及がなされる可能性が

あります。会社は、Ｂに対して使用者責任に基づいて損害賠償を支払った

場合、その損害をＡに求償（民715③）することが考えられます。

もっとも、判例では、そのような場合の求償請求について、会社の「事

業の性格、規模、施設の状況、被用者の業務の内容、労働条件、勤務態度、

加害行為の態様、加害行為の予防若しくは損失の分散についての使用者の

配慮の程度その他諸般の事情に照らし、損害の公平な分担という見地から

信義則上相当と認められる限度において、被用者に対し右損害の賠償又は

求償の請求をすることができる」と判示されており（茨城石炭商事事件＝最判

昭51・7・8判時827・52）、実務上、会社から従業員に対する損害賠償請求や求

償請求は制限されることが多いです。

もっとも、このような制限があるのは軽過失行為に限られ、故意に基づ

く場合又は重大な過失がある場合には、そのような制限はされないと解さ

れています。報復行為は、被害者（Ｂ）の権利侵害を意図しており、故意

によるものといえるでしょうから、求償請求は制限されずに認められる可

能性が高いと考えられます。
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〔72〕 会社から許可を得た副業に関して、勤務時間中に何度も連

絡を行っている場合

●ケース

従業員Ａは、会社から許可を得て副業を行っていますが、

就業時間中に何度も業務用のパソコン及び私用のスマート

フォンで副業関係の連絡を行っていたことが分かりまし

た。上司から注意をしても、しばらく経つとまた同様の行為を行っていま

す。

考 慮 要 素

１ 労務提供への支障の有無及び程度

２ 副業関係の連絡の内容

３ 他の従業員に与える影響

４ 当該従業員に対する個別の注意・指導の状況

ポイント

１ 職務専念義務

従業員は、雇用契約に基づく基本的な義務として、会社の指揮命令下で

職務を誠実に遂行すべき義務を負っており、就業時間中は職務に専念し、

他の私的活動を差し控えるべき義務を負っています（職務専念義務）。

この義務は、就業規則において、例えば、「勤務中は職務に専念し、正当

な理由なく勤務場所を離れないこと」などと規定されています（厚生労働省

モデル就業規則（令和3年4月版 厚生労働省労働基準局監督課）11条3号参照）。
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〔23〕 「課長」の役職を与えている社員は管理監督者である

から残業代を支払っていない

Case 当社では、課長職以上の役職者を全員管理職として扱

うとともに、当然に労基法上の管理監督者に該当するも

のと考え、残業代を支払っていない。

望ましい

対 応

労基法上の管理監督者の範囲は、各役職が「経営者と

一体的な立場にある者」に該当するか否かを検討した

上で決定すべきである。

トラブル回避のポイント

１ 「管理職＝管理監督者」ではない

労基法41条は、「この章〔第4章 労働時間、休憩、休日及び年次有

給休暇〕、第6章及び第6章の2で定める労働時間、休憩及び休日に関す

る規定は、次の各号の一に該当する労働者については適用しない。」と

規定し、その2号において「監督若しくは管理の地位にある者」、すな

わち管理監督者を挙げており、これに該当する場合には、時間外手当

等の規定の適用を除外しています。

しかしながら、この管理監督者の概念が正しく理解されないまま、

導入されているケースも散見されます。特に多いのが、社内の「管理

職」（課長職以上）と労基法上の管理監督者とを同義と捉えているケー

スです。管理職の範囲と管理監督者の範囲はイコールではないことか

ら、全ての管理職を安直に管理監督者として扱うことは、訴訟リスク

等多くのリスクを招来します。
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〔53〕 重大な感染症が感染拡大状況にあったが社員の感染防

止のための措置をとらなかった

Case 重大な感染症が感染拡大状況にあり、社員からは、職

場での感染防止策を講じることや在宅勤務の実施、時差

出勤の許可に関し、要望が出ていたが、当社としては特に必要がない

と判断したため、社員の感染防止のための措置をとらなかった。

望ましい

対 応

会社は、官公庁等が公表しているガイドラインや産業

医の意見を参考に、具体的状況に応じて、職場の感染

防止措置を講じることが必要である。

トラブル回避のポイント

１ 職場の感染防止措置と安全配慮義務

会社は、安全配慮義務の一環として、職場の感染防止措置を講じる

ことが必要です。もっとも、講じるべき感染防止措置の内容は、具体

的状況によって異なりますので、各社の状況に応じた検討が必要です。

例えば、仕切りのない対面の人員・座席配置は避け、可能な限り対角

に配置したり、一定の距離を保てるようにしたり、こまめに換気した

りすること等が考えられます。

感染防止措置の内容を検討する際には、厚生労働省などの官公庁や

経団連などの業界団体が公表しているガイドラインや産業医の意見を

参考にするとよいでしょう。

２ 在宅勤務及び時差出勤と安全配慮義務

就業規則等により、会社が在宅勤務や時差出勤の実施の有無を決定
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２ 対象となる社員の選別の重要性

したがって、会社の中でいわゆる管理職として扱われている社員で

あったとしても、当該社員に与えられている権限の内容等を精査して、

関連法務の１で詳述する管理監督者の要件に照らして対象社員を慎重

に判断する必要があります。

関 連 法 務

１ 労基法上の管理監督者とは

管理監督者とは、「経営者と一体の立場にある者」を意味し、具体的

には以下の要件を充足する者と解釈されています( )1 。

① その職務の性質や経営上の必要から、労働時間、休憩及び休日等

に関する規制の枠を超えて活動することが要請される重要な職務と

責任、権限が付与され、実際の勤務態様も労働時間等の規制になじ

まない立場にあること

② 自己の裁量的判断で労働時間を管理できること

③ 賃金等の待遇面で他の一般の労働者に比してその地位にふさわし

い待遇が付与されていること

２ 管理監督者への該当性に関する具体的な判断

上記１で言及した三つの要件のうち、特に問題となるのは①です。

これは、単に職務上一定の権限が与えられているというだけでは不十

分で、経営への参画状況（会社の重要決定事項への発言力や影響力の

有無・程度、あるいはそのような事項を決定する機関（経営会議等）

への参加の有無等）、労務管理上の指揮監督権（部下労働者らに対する

1( ) 山川隆一＝渡辺弘編著『最新裁判実務大系第7巻労働関係訴訟Ⅰ』（青林書院、2018）
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する権限を有していると解される場合、通常、会社には、在宅勤務や

時差出勤に関する社員からの求めに応じる法的義務はありません。

しかし、例えば、新型コロナウイルスは、飛沫等を介して感染する

と考えられていますので、在宅勤務や時差出勤を実施することは、感

染防止措置として有用であり、社員にとっても会社にとっても有益で

あると考えられています。

そこで、安全配慮義務の観点から、これらを認めることも検討に値

します。

関 連 法 務

１ 職場の感染防止措置と安全配慮義務

労契法5条に、「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身

体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をす

るものとする。」とあるとおり、使用者は労働者に対し、安全配慮義務

（労働者の生命及び身体等を危険から保護するよう配慮すべき義務）

を負っています。

そのため、使用者は労働者に対し、職場における感染拡大防止のた

め、「必要な配慮」をすべきことになりますが、その具体的内容は、労

働者の職種、労務内容、労務提供場所等、安全配慮義務が問題となる

当該具体的状況等によって異なります。使用者がどのような措置を講

じるかは、第一次的には使用者の合理的な裁量によって決定されるべ

きであると考えられています（ＪＲ西日本事件＝大阪地判平26・12・3労働法

律旬報1844・78）。

なお、安全配慮義務は、手段債務（注意深く最善を尽くして行為す

る義務）であって、結果債務（特定の結果を実現する義務）ではあり

ませんので、仮に職場で感染者が発生したとしても、その結果だけで
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